別記

第１号様式（第４条関係）

第　　　　　　号

令和　年　月　日

　高知県知事　　　　　　　　　　様

市町村長　　　　　　　　　　　

令和　　年度 高知県地域営農支援事業実施計画の承認及び補助金交付申請書

  令和　　年度において、下記のとおり事業を実施したいので、高知県地域営農支援事業費補助金交付要綱第４条第１項の規定により、実施計画の承認及び補助金　　　　　　円の交付を申請します。

記

１　事業の目的

２　経費の配分及び事業計画の概要

・別紙１（経費の配分及び事業計画の概要）

３　収支予算書

・別紙２（収支予算書）

４　事業完了予定年月日

５　事業実施計画書

・別紙３（実施主体別計画書）

・別紙３－１（実施計画書（ハード事業）農業用機械）

・別紙３－２（実施計画書（ハード事業）農業用施設）

・別紙３－３（実施計画書（ソフト事業）【ステップアップ推進】）

・別紙３－４（実施計画書（ソフト事業）【デジタル化支援】）

・別紙３－５（実施計画書（ソフト事業）【高収益作物導入支援】）

・別紙３－６（実施計画書（ソフト事業）【経営管理支援】）

・別紙３－７（実施計画書（ソフト事業）【担い手育成支援】）

・別紙３－８（実施計画書（ソフト事業）【雇用確保支援】））
　※別紙３－１から３－８は該当する事業について作成し添付してください。
６　添付書類

　　・事業費積算書又は見積書及び関係図面等の写し

　　・別紙４（誓約書兼同意書）（事業実施主体が市町村以外の場合）

　　・別紙５（成果目標）

　　・別紙６（地域農業法人に係る確認書）（事業実施主体が地域農業法人の場合）

　　・別紙７（市町村確認表）
別紙１

　経費の配分及び事業計画の概要
（注）１

	市町村名
	
	

	事業実施主体名
	事業内容
	事業期間
	経費の配分
	備考

	
	事業区分
	施行箇所

又は

設置場所
	事業量
	着　手

(予定)

年月日
	完　了

(予定)

年月日
	総事業費
	補助対象経費
	県補助金

(Ａ)
	県補助金以外の財源
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	市町村費

(Ｂ)
	その他

(Ｃ)
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	[補助率]

[消費税]

	計
	

	()
	()
	()
	()
	()
	

	
	
	円
	円
	円
	円
	円
	


　(注)１　実績報告の場合は、「経費の配分及び事業計画の概要」を「経費の配分及び事業実績の概要」、年度終了実績報告の場合は、「経費の配分及び年度内実績の概要」と記載してください。　

(注)２　ソフト事業の場合の「施行箇所又は設置場所」欄は、研修先、開催場所等（住所）を記載してください。

(注)３　事業実施主体が複数の場合は、事業実施主体ごとに、経費の配分について全て小計を記載してください。

(注)４　変更申請等で記載内容が変わる場合は、二段書きにすることとし、上段に変更前の内容を（　）書き、下段に変更後の内容を記載してください。

(注)５　「備考」欄は、

①事業区分ごとの補助率を記載してください。

②事業実施主体ごとの消費税仕入控除税額等について、これを減額した場合は減額した金額を、同税額がない場合は「該当なし」とし、同税額が明らかでない場合は「税額含」とそれぞれ記載してください。　

別紙２

　収支予算書
                                           　（注）１
   (１) 収入の部

	
	本年度予算
	変更後

本年度予算
	本年度決算額
	比較増減
	備考

	
	
	
	
	増
	減
	

	県補助金
	
	
	
	
	
	

	市町村費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	


 (２) 支出の部

	
	本年度予算
	変更後

本年度予算
	本年度決算額
	比較増減
	備考

	
	
	
	
	増
	減
	

	補助金
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	


（注）１　実績報告の場合は、「収支予算書」を「収支決算書」、年度終了実績報告の場合は、「年度内収支決算書」と記載して下さい。

（注）２ 「変更後本年度予算額」欄は、変更申請の場合のみ記載してください。

（注）３　変更申請した場合の実績報告は、変更交付決定後の予算額を「本年度予算額」欄に記載して、「変更後本年度予算額」欄は記載しないでください。

   　

別紙３

令和　年度　高知県地域営農支援事業　実施主体別計画書

	事業実施主体名
	


     ※１年以内に法人化する組織は、現組織名と設立法人名（仮称）を併記してください。

　　　　     　　　事業実施主体が市町村の場合は、市町村名を記載し、対象組織を（　）書きしてください。
	事業計画・実績
	令和６年度
	令和７年度
	令和８年度
	計

	事業区分
	機械等の名称・事業量
	上段：総事業費
	

	
	
	下段：県補助金
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	うち今回の計画
	総事業費
	県補助金
	市町村費
	地元負担等

	
	円
	円
	円
	円

	集落営農連携促進等事業または集落営農活性化プロジェクト促進事業を実施できない理由
	


	予算措置　市町村予算議決日
	令和　年　月　日


（注）次に掲げる資料を添付してください。

　（１）事業の実施にかかる事業実施主体の意思決定を確認できる議事録（事業実施主体が市町村以外の場合）

　（２）地域農業戦略又は組織間連携について位置付けた地域計画（組織間連携により実施する場合）

　（３）過去に実施した事業の一覧表（事業名、実施年度、事業実施主体名、機械等の名称及び事業量を記載したもの、集落営農組織等整理シートなど既存資料で可）（ハード事業の場合）

別紙３－１

令和　年度　高知県地域営農支援事業実施計画書（ハード事業）農業用機械

	整理番号
	
	事業実施予定期間
	令和　年　月～　年　月

	経営面積
	現状：　　ha（令和　年度）　　、　　目標：　　ha（令和　年度）

	事業内容
	（現在の状況、事業導入の必要性、機械の利用計画及び事業実施によって期待できる効果等）

	受益地

（注２）
	目標年度

令和　年
	所有地・借入地
（㎡）
	特定農作業受託

（㎡）
	部分作業受託

（㎡）
	その他（　）

（㎡）
	計

（㎡）

	
	農地面積
	()


	()


	()


	()


	()



	
	その他（　　）

面積
	()


	()


	()


	()


	()



	整備計画
	受益地面積に対する必要な機械
	名称　　　　(PS)       台・式

	
	現在所有している機械
	名称　　　　(PS)       台・式

	
	うち、当該機械を利用する組織が、所有している機械
	名称　　　　(PS)       台・式（　　年度）

	
	うち、当該機械を利用する組織の構成員及び支援機関（市町村、農協）が、所有している機械
	名称　　　　(PS)       台・式（　　年度）

	
	うち、処分する機械
	名称　　　　(PS)       台・式（　　年度）

	
	整備する機械の耐用年数
	　　　　　年

	
	整備する機械の保管場所
	住所：

	他事業の活用状況
	これまでに国・県事業を活用した整備の有無（整備計画の「現在所有している機械」）
	有[事業名、事業年度、事業内容]　　・無

	
	国・県事業の申請・採択状況
	採択 ・ 申請したが非採択 ・ 申請できる国・県事業がない
その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	[事業名、事業年度、事業内容]

	事業実施後の管理方法
	（機械の保管場所、事業実施後の維持管理その他費用負担に係る規程や関係者との合意状況等）


  (注１) 導入を予定している機械ごとに別葉としてください。

(注２) 受益地の欄は、現状値（事業実施年度の前年度）を上段括弧書き、目標年度における面積を下段に記載する２段書きで記入してください。

(注３) 次に掲げる資料を添付してください。

（１）規模決定根拠を確認できる資料（受益地面積が規模決定根拠の算定基準に達していない場合）

（２）受益地等が確認できる書類（組織作成の農地台帳（任意様式で可）及び上記表のうち経営面積や受益地の増加が分かる資料（増加予定の農地面積、所有者（耕作と異なる場合）など））

（３）事業費、事業量、内容を確認できる複数の見積書（見積の宛名及び作成者名が適切であり、消費税額、見積書の有効期限、値引きがある場合には値引きの内容と金額が確認できるもの）
（４）導入する機械の仕様等が確認できる資料（カタログ等）

（５）乾燥調整全体図（乾燥調整機械を導入する場合。収穫、乾燥、籾摺などの各工程の機械の処理能力が適正であることが確認できる書類）

別紙３－２

令和　年度　高知県地域営農支援事業実施計画書（ハード事業）農業用施設

	整理番号
	
	事業実施予定期間
	令和　年　月～　年　月

	経営面積
	現状：　　ha（令和　年度）　　、　　目標：　　ha（令和　年度）

	事業内容
	（現在の状況、事業導入の必要性、設計概要及び事業実施によって期待できる効果等）

	受益地

（注２）
	目標年度

令和　年
	所有地・借入地
（㎡）
	特定農作業受託

（㎡）
	部分作業受託

（㎡）
	その他（　）

（㎡）
	計

（㎡）

	
	農地面積
	()


	()


	()


	()


	()



	
	その他（　　）

面積  
	()


	()


	()


	()


	()



	整備計画
	受益地面積に対する必要機械と数量（うち当該施設内で保管・稼働する機械と数量）　　　　　

	
	トラクター
	台・式  (台・式)
	
	台・式  (台・式)

	
	田植機
	台・式  (台・式)
	
	台・式  (台・式)

	
	コンバイン
	台・式  (台・式)
	
	台・式  (台・式)

	
	乾燥機
	台・式  (台・式)
	
	台・式  (台・式)

	
	
	台・式  (台・式)
	
	台・式  (台・式)

	
	
	台・式  (台・式)
	
	台・式  (台・式)

	
	整備する施設の耐用年数
	　　　　　年

	他事業の活用状況
	これまでに国・県事業を活用した整備の有無（既存の関連施設）
	有[事業名、事業年度、事業内容]　　・無

	
	国・県事業の申請・採択状況
	採択 ・ 申請したが非採択 ・ 申請できる国・県事業がない
その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	[事業名、事業年度、事業内容]

	事業実施後の管理方法
	（事業実施後の維持管理その他費用負担に係る規程や関係者との合意状況等）


(注１) 導入を予定している機械ごとに別葉としてください。

(注２) 受益地の欄は、現状値（事業実施年度の前年度）を上段括弧書き、目標年度における面積を下段に記載する２段書きで記入してください。

(注３) 次に掲げる資料を添付してください。

（１）規模決定根拠を確認できる資料

（２）受益地等が確認できる書類（組織作成の農地台帳（任意様式で可）及び上記表のうち経営面積や受益地の増加が分かる資料（増加予定の農地面積、所有者（耕作と異なる場合）など））

（３）事業費、事業量、内容を確認できる複数の見積書（見積の宛名及び作成者名が適切であり、消費税額、見積書の有効期限、値引きがある場合には値引きの内容と金額が確認できるもの）
（４）設計図（平面図、側面図、電気系統、機械の配置予定図等）

（５）建設予定地の地図及び写真（所在地・地目・所有者を図示したもの）

別紙３－３

　令和　年度　高知県地域営農支援事業実施計画書（ソフト事業）【ステップアップ推進】

	事業実施主体
	

	事業内容及び事業費
	□先進地研修

□研修会・講演会・ワークショップ等の開催
□新商品開発や商談会等、その他
※該当するものをチェック
	事業目的
	

	
	
	研修予定時期
	令和　　　年　　月頃

	
	
	参集範囲
	（組織名、関係機関名等）

	
	
	参加予定人数
	名程度　（うち、集落営農組織等の構成員　　　名）

	
	
	実施場所
	（所在地、施設名等）

	
	
	内　容
	

	
	
	借上げバス等
	（借上バスを使用する場合に記入。バスの種類（大型等）を記入。）

バス　　台、その他（　　　）台

	
	
	講師等
	（所属、住所、氏名、講師等が集落営農組織の場合はその組織名等）

	
	
	事業費
	　　　　　　　　　　　円

	
	
	
	【内訳】謝金　　　　　円、借上料　　　　　円、その他　　　　　円

	事業効果
	



（注）次に掲げる資料を添付してください。

　（１）事業費、事業量、内容を確認できる複数の見積書（見積の宛名及び作成者名が適切であり、消費税額、見積書の有効期限、値引きがある場合には値引きの内容と金額が確認できるもの）
　（２）行程表、研修先の概要がわかる資料（先進地研修の場合）
　（３）講師及び研修内容の概要がわかる資料（研修会・講演会・ワークショップ等の開催の場合）
（４）商談会等の概要（新商品開発や商談会等、その他の場合）

別紙３－４

令和　年度　高知県地域営農支援事業実施計画書（ソフト事業）【デジタル化支援】

	事業実施主体
	

	事業内容及び事業費
	事業目的
	

	
	現状と課題
	（効率化を図ろうとする栽培管理又は経営管理について記載してください）

	
	導入技術
	（効率化を図るために導入するデジタル技術について記載してください。関連資料があれば添付してください）

	
	利用者
	（デジタル技術利用者の役職名、氏名及び担当業務を記載してください）

	
	利用計画
	（デジタル技術を利用する時期、場所及び内容等を記載するか、又は別途添付してください）

	
	その他
	（特記事項があれば記載してください）

	
	事業費
	　　　　　　　　　　　円

	
	
	【内訳】

	事業効果

	


（注）次に掲げる資料を添付してください。

　（１）事業費、事業量、内容を確認できる複数の見積書（見積の宛名及び作成者名が適切であり、消費税額、見積書の有効期限、値引きがある場合には値引きの内容と金額が確認できるもの）
　（２）委託業務発注仕様書（案）（委託事業により実施する場合）
　（３）製品カタログ（ソフトウェア等を導入する場合）
別紙３－５

　令和　年度　高知県地域営農支援事業実施計画書（ソフト事業）【高収益作物導入支援】

	事業実施主体
	

	事業内容及び事業費
	事業目的
	

	
	導入品目
	（選定方法や品目の特徴、導入理由等について記載してください）

	
	受益地面積・筆数
	ａ　・　　　筆

	
	その他
	（特記事項があれば記載してください）

	
	事業費
	　　　　　　　　　　　円

	
	
	【内訳】

	事業効果

	（導入品目の生産量、出荷先、販売額の見込み等を記入してください）


（注）次に掲げる資料を添付してください。

　（１）事業費、事業量、内容を確認できる複数の見積書（見積の宛名及び作成者名が適切であり、消費税額、見積書の有効期限、値引きがある場合には値引きの内容と金額が確認できるもの）
　（２）作型や栽培計画を確認できる資料（播種、定植、収穫等の月次計画等）
　（３）栽培予定地の地図及び写真（所在地・地目・所有者を図示したもの）
別紙３－６

　令和　年度　高知県地域営農支援事業実施計画書（ソフト事業）【経営管理支援】

	事業実施主体
	

	事業内容及び事業費
	事業目的
	

	
	現在の経営管理
	（組織における現在の経営管理について記載してください。関連資料があれば添付してください）

	
	支援対象者
	（支援対象者全員の役職名、氏名、担当業務及び担当年数を記載してください）

	
	専門家
	（専門家の所属、氏名及び資格等を記載してください。関連資料があれば添付してください）

	
	契約方法
	（専門家との契約方法について記載してください）

	
	支援内容
	（専門家に支援を受ける経営管理の内容について記載してください）

	
	支援頻度
	（専門家に支援を受ける回数及び時期を記載してください。複数年予定する場合は、年数も記載してください）

	
	その他
	

	
	事業費
	　　　　　　　　　　　円

	
	
	【内訳】

	事業効果

	


（注）次に掲げる資料を添付してください。

　（１）事業費、事業量、内容を確認できる複数の見積書（見積の宛名及び作成者名が適切であり、消費税額、見積書の有効期限、値引きがある場合には値引きの内容と金額が確認できるもの）
　（２）委託業務発注仕様書（案）（委託事業により実施する場合）
　（３）製品カタログ（ソフトウェア等を導入する場合）
別紙３－７

　令和　年度　高知県地域営農支援事業実施計画書（ソフト事業）【担い手育成支援】

	事業実施主体
	

	事業内容及び事業費
	事業目的
	

	
	研修計画
	（研修の対象品目、農作業等のコース、研修回数等を記入してください。）

	
	研修人数
	

	
	研修生の募集方法
	

	
	研修生
	（研修生が決まっている場合は、研修生の出身地、農業経験年数等を記載してください）

	
	研修指導員
	（役職名、氏名、営農経験年数等を記載してください）

	
	その他
	

	
	事業費
	　　　　　　　　　　　円

	
	
	【内訳】

	事業効果

	（研修後のオペレーター作業や兼業就農等についての予定を記載してください）


（注）次に掲げる資料を添付してください。

　　・研修費用の内容を確認できる見積書等
　
別紙３－８

　令和　年度　高知県地域営農支援事業実施計画書（ソフト事業）【雇用確保支援】

	事業実施主体
	


	事業内容及び事業費
	就業者（研修生）
	氏名：　　　　　　　　　　　　　　

生年月日：　　年　　　月　　　日（　　歳）

	
	研修実施期間
	令和　　　年　　　月　～　　令和　　　年　　　月

	
	補助金申請期間
	令和　　　年　　　月　～　　令和　　　年　　　月

	
	事業費（円）
	

	
	
	うち県補助金（円）
	

	
	
	うち市町村費（円）
	


　（注１）事業の対象となる研修生が複数いる場合は「事業内容及び事業費」の表を複製して対象者ごとに作成してください。

（注２）次に掲げる資料を添付してください。

　　・国事業（農の雇用事業、雇用就農資金、集落営農活性化プロジェクト促進事業、集落営農連携促進等事業）採択通知又は交付決定通知等の写し

　
別紙４

誓約書兼同意書
私は、令和　　年度 高知県地域営農支援事業費補助金の申請に当たり、高知県に対する下記の税外未収金債務の滞納がないことについて誓約します。

また、上記について、県の補助事業所管課が関係各課に対して照会すること（関係各課への個人情報の提供及び滞納の有無に関する情報の共有）及び照会の結果について○○市町村に提供することに同意します。

誓約の内容に偽りがあった場合は、当該補助金の不交付の決定又は交付の決定の取消し及びこれに伴う補助金の返還に異議なく応じます。

・中小企業高度化資金貸付金、産業パワーアップ融資及び中小企業設備近代化資金貸付金償還金

　・農業改良資金貸付金償還金

　・林業・木材産業改善資金貸付金償還金

　・沿岸漁業改善資金貸付金償還金

令和　年　月　日　

　高知県知事　　　　　　　　　　様

所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　職・氏名（自署）　　　　　　　　　　　　　

別紙５

　令和　年度高知県地域営農支援事業　成果目標
	事業実施主体名

（組　織　名）
	

	農業地域類型

（該当する地域にチェック）
	□都市的　□平地　□中間　□山間


	項目
	内容
	目    標

年度末 →   年度
	配 点
	評 点
	その他要件等

	加点項目
	1農地の集積（拡大）
	□
	目標年度までに利用権設定等による経営面積（所有地、借入地及び特定農作業受託の合計）を拡大する
	ha　→　　ha
	都市的地域又は平地農業地域

10ha以上･･･５点

5ha以上･･･４点

3ha以上･･･３点

1ha以上･･･２点

1ha未満･･･１点
	中間農業地域又は山間農業地域

6ha以上･･･５点

3ha以上･･･４点

2ha以上･･･３点

1ha以上･･･２点

1ha未満･･･１点
	
	･ハード事業のうち規模拡大支援は必須とする（サービス事業体を除く）

･組織間連携の場合は連携組織による合計面積とする

	
	２農地の集積（現在の状況）
	□
	利用権設定等による経営面積（所有地、借入地及び特定農作業受託の合計）
	ha
	都市的地域又は平地農業地域

10ha以上･･･５点

5ha以上･･･４点

3ha以上･･･３点

1ha以上･･･２点

1ha未満･･･１点
	中間農業地域又は山間農業地域

6ha以上･･･５点

3ha以上･･･４点

2ha以上･･･３点

1ha以上･･･２点

1ha未満･･･１点
	
	組織間連携の場合は連携組織による合計面積とする

	
	３経営面積の維持
	□
	目標年度に向けて、利用権設定等による経営面積（所有地、借入地及び特定農作業受託の合計）を維持する
	ha　→　　ha
	１点
	
	

	
	４部分作業受託の維持拡大
	□
	部分作業受託面積の維持又は拡大する
	ha　→　　ha
	都市的地域又は平地農業地域
	中間農業地域又は山間農業地域
	
	サービス事業体が規模拡大支援を活用する場合は必須とする

	
	
	
	
	
	３ha以上

３ha未満又は維持
	･･･２点
･･･１点
	２ha以上

２ha未満又は維持
	･･･２点
･･･１点
	
	

	
	５農作業等の省力化
	□
	目標年度までに基幹作業（耕起、代かき、田植え又は播種、収穫等）の労働時間を削減する
	時間→　　時間
	現状と比較した労働時間の縮減率に応じて加点

20%以上･･･５点   6%以上･･･２点

15%以上･･･４点   2%未満･･･１点

10%以上･･･３点
	
	労働時間の記録と集計を行っていること

	
	
	
	目標年度までに基幹作業の一部又は基幹作業以外の作業で労働時間を削減する
	時間→　　時間
（作業名：　　　　）
	現状と比較した労働時間の縮減率に応じて加点

20%以上･･･５点   6%以上･･･２点

15%以上･･･４点   2%未満･･･１点

10%以上･･･３点
	
	労働時間の記録と集計を行っていること


	項目
	内容
	目    標

年度末 →   年度
	配 点
	評 点
	その他要件等

	加点項目
	６人材の確保・育成
	□
	常時雇用者（年間７か月以上雇用される者）を増加する
	人　→　　人
	２人増加･･･10点

１人増加･･･５点
	
	常時雇用者は構成員外の者を対象とする。

	
	
	□
	雇用就農者のキャリアップに向けた人材育成計画を策定する
	の策定
	３点
	
	申請時点において達成している場合もポイントの対象になるものとする

	
	
	□
	構成員等のうち、34歳以下の農業機械のオペレーターを増加させる
	人　→　　人
	５点
	
	

	
	
	□
	構成員等のうち、35歳以上の農業機械のオペレーターを増加させる
	人　→　　人
	３点
	
	

	
	７事業の周年化
	□
	目標年度までに周年作業体系を確立する
	の導入
	５点
	
	申請時点において達成している場合もポイントの対象になるものとする。

	
	８高収益作物の導入
	□
	目標年度までに高収益作物や有機農産物の導入・拡大によりこれらに係る販売金額が増加する
	の導入・拡大
	高収益作物等の販売額の増加に応じて加点

250万円以上･･･５点 　100万円以上･･･２点
200万円以上･･･４点  　50万円以上･･･１点

150万円以上･･･３点
	
	

	
	９加工品や直売等の導入・拡大
	□
	目標年度までに加工品や直売等の導入・拡大によりこれらに係る販売金額が増加する
	の導入・拡大
	加工品や直売等の販売額の増加に応じて加点

250万円以上･･･５点 　100万円以上･･･２点
200万円以上･･･４点  　50万円以上･･･１点

150万円以上･･･３点
	
	

	
	10加工品や直売等の維持
	□
	目標年度に向けて販売額を維持する
	万円　→　　万円
	１点
	
	

	
	11 リスクへの備え
	□
	農業版BCPを策定している、又は収入保険等への加入している
	の策定・加入
	１点
	
	申請時点において達成している場合もポイントの対象になるものとする。

農業版BCPを策定している場合は、根拠となる資料を添付。


	項目
	内容
	目    標

年度末 →   年度
	配 点
	評 点
	その他要件等

	加点項目
	12 環境への配慮
	□
	持続性の高い農業生産方式の導入に関する計画、環境負荷低減事業活動実施計画又は特定環境負荷低減事業活動実施計画の認定を受けている
	の認定
	２点
	
	申請時点において達成している場合もポイントの対象になるものとする。

達成している場合は、根拠となる資料を添付。

	
	
	□
	化学農薬や化学肥料の削減を行っている
	の削減
	１点
	
	〃

	
	13 輸出の取組
	□
	申請時点において、既に農産物等を海外へ輸出している又は輸出事業計画の認定を受けている
	
	１点
	
	〃

	
	14 経営の高度化
	□
	目標年度までに法人化する
	　　年　　月設立
	目標年度までに法人化する場合･･･３点

申請時点で法人化している場合･･･１点
	
	申請時点において達成している場合もポイントの対象になるものとする。

	
	
	□
	目標年度までに就業規則を策定する
	の策定
	１点
	
	申請時点において達成している場合もポイントの対象になるものとする。

達成している場合は、根拠となる資料を添付。

	
	
	□
	目標年度までに複式簿記を導入する
	の導入
	１点
	
	申請時点において達成している場合もポイントの対象になるものとする。

	
	
	□
	目標年度までにGAPを導入する
	の導入 
	２点
	
	〃

	
	
	□
	経営戦略・事業戦略の策定または改定
	の策定・改定
	２点
改定の場合は１点
	
	ビジョン及び行動計画があること。改定の場合は、現状の経営戦略・事業戦略を添付。

	
	
	□
	部門別の収支計画と資金繰り表を作成して、月次で、計画と対比して実績を確認する
	の実施 
	２点
	
	

	
	
	□
	部門別又は品目別で、従事者ごとに労働時間の記録と集計を行う
	の実施 
	２点
	
	


	項目
	内容
	目    標

年度末 →   年度
	配 点
	評 点
	その他要件等

	加点項目
	15 広域連携等
	□
	連携・合併組織等を設立して、複数の集落営農が広域連携して本事業に取り組む、又は他の法人や異業種と連携して本事業に取り組む
	
	５点
	
	

	
	
	□
	他の集落営農組織等と連携して、規約等に基づき作業連携、又は農業機械の共同利用等に取り組む
	
	３点
	
	

	
	
	
	他の集落営農組織等と連携して、規約等に基づき販路連携に取り組む
	
	３点
	
	

	
	
	
	組織又は個人との連携に向けた協議等を行う

※既に連携している組織又は個人を除く
	
	１点
	
	実施主体及び他の集落営農組織等が参加し、新たな連携に向けた協議内容が確認できること

	
	16 新設組織
	□
	集落営農組織（設立3年以内）
	
	５点
	
	

	
	17 新設法人
	□
	集落営農法人（設立5年以内）、地域農業法人（設立5年以内）
	
	５点
	
	

	
	18 認定農業者
	□
	農業経営基盤強化促進法に基づく、農業経営改善計画の認定を受け、認定農業者となっている
	
	２点
	
	

	
	19 その他
	□
	集落営農連携促進等事業（集落営農活性化プロジェクト促進事業）において要望量調査結果が不採択となった
	
	７点
	
	事業実施年度において該当していること

	減点項目
	20 過年度事業の目標達成状況
	□
	過年度に実施した地域営農支援事業について、目標の達成状況（本年度報告分）が５割未満の事業がある
	
	△２点
	
	事業実施年度において該当する目標達成状況報告書で確認すること

	
	
	□
	令和4年度から令和6年度に実施した地域営農支援事業について、目標年度以降に採点した成果目標の「評点の合計÷県補助金額×1,000万円」が10点未満の事業がある
	
	△２点
	
	過去に実施した事業の達成状況が提出されていること

	
	21 要望調査
	□
	事業実施年の前年度に要望し実施しなかった事業である。または、事業年度に要望をせずに実施する事業（追加募集の場合を除く）である。
	
	△１点
	
	

	
	「評点の合計」
	
	


(注)１　「目標」欄に、現況及び目標の年度をそれぞれ記載してください。現況は事業実施初年度の前年度末とし、目標は事業実施年度から３年目とします。

（例：令和７年度から事業実施する場合は、現況は令和６年度末で、目標が令和９年度。)

(注)２　選択する目標項目について、「□」にチェックを入れてください。

(注)３　加点項目（19を除く）から３つ以上を選択し、目標を設定してください。

(注)４　その他要件等において必須とする事業は、該当する項目について必ず目標を設定してください。

(注)５　予算の範囲を越えて複数の実施計画書が提出された場合は、評点の合計が高いものから順に採択することとし、同じ点数の実施計画書があった場合は、事業区分により以下の順で採択することとします。

①ソフト事業（ステップアップ推進を除く）
②ハード事業（法人設立支援、規模拡大支援（組織間連携）、組織設立支援、規模拡大支援（組織間連携を除く）、経営維持支援の順）
別紙６

　　　　　　

地域農業法人に係る確認書
市町村名：　　　　　
　　この法人は、地域における話し合いにより位置付けられた、地域内の担い手が引き受けきれない農地の受け皿となる法人であり、高知県地域営農支援事業補助金交付要綱に掲げる要件を全て満たしています。
	地域農業法人名
	地域農業法人が位置付けられた地域計画

	
	地域名
	策定年月日
	法人の属性

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


別紙７

令和　　年度高知県地域営農支援事業　市町村確認表
市町村・担当課：　　　　　　　　　　　　　
	実施主体名
	

	
	チェック欄
	項目
	チェック内容

	全ての事業
	□
	地域計画
	事業実施主体は地域計画に位置付けられている。もしくは事業実施年度（集落営農法人、地域農業法人については認定農業者として目標年度まで）に位置付けられる見込みである。

	
	□
	集落営農組織等整理シート
（集落営農組織）
	地域担い手育成総合支援協議会又は地域農業再生協議会において事業実施主体（集落営農組織）の活動等の実態を把握する「集落営農組織等整理シート」が作成されており、集落の農家の参加状況はおおむね過半となっている。おおむね過半に満たない場合は、本事業の要件に合致していることを確認している。

	
	□
	集落営農組実態調査
（集落営農組織）
	国が実施する集落営農実態調査の調査対象組織に事業実施主体（集落営農組織）を含めて報告している。

※報告していない場合は、次年度の調査で報告することが確実と見込まれること。

	
	□
	集落営農組織

（特定農作業受託）
	事業実施主体（集落営農組織（任意組織））が特定農作業受託を実施していることを契約書等で確認している。

※実施していない場合は事業実施年度末までの実施が見込まれること。新設組織である場合は目標年度までに実施する見込みであること。

	
	□
	定款又は規約

総会資料
	事業実施主体には組織の定款又は規約があり、組織の目的や活動内容は本事業の実施について適当であることを直近の総会資料等で確認している。また、機械等の管理運営について定めた規定があり、ハード事業の活用にあたって整備予定の機械等を含めた内容となることを確認している。

	
	□
	契約方法
	契約の方法は市町村の規則に準じた方法により契約する計画となっている。入札等を行う場合には、事業実施主体の役員等が、役員又は従業員として在籍する事業者を入札等に参加させてはならないことを注意喚起している。

	ハード事業
	□
	スケジュール
（ハード事業）
	入札通知、入札時期、契約時期、着工、竣工または納品、完了検査、支払等の事業の完了までの予定が示されており、年度内の完了について無理のない計画となっている。

※許認可等が必要な場合には、その手続きに係る予定も組み入れたスケジュールとなっていること。

	
	□
	積立計画

（ハード事業）
	整備する機械等の更新に向けた積立計画を有しており、更新に必要となる資金を積立できる見込みであることを確認している。

	
	□
	オペレータ－

（機械等の整備）
	導入する機械の操作にあたってオペレーターを確保している。また、操作に資格等が必要な機械についてはその資格等を有するオペレーターがいることを確認している。

	
	□
	保管場所

（機械等の整備）
	機械等の整備について保管場所、保管スペースを確保できており、保管について保管場所の所有者の同意を得ている。また、組織の構成員等が機械等を使用するにあたって支障がないことを確認している。

	
	□
	施設建設予定地

（施設の整備）
	建設用地の賃貸借契約書等により、施設の耐用年数以上の期間の権利設定がされていることを確認している。また、施設の建設にあたって許認可等が必要な場合は、許認可等を得る見込みであることを確認している。


　※該当するものについては全てチェックを入れてください。チェックした項目に関する資料の提出は不要とします。

第２号様式（第６条関係）
                                                        　第　　　      号
                                                      　　令和　年　月　日
　高知県知事　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　

市町村長　　　　　　　　　　　

令和　　年度　高知県地域営農支援事業指令前着手届
　高知県地域営農支援事業費補助金交付要綱第６条ただし書の規定により、別添事業について、別記条件を了承の上、指令前に着手したいので、指令前着手届を提出します。
記
１　事業内容
	事業実施主体名
	事業内容
	総事業費
	県補助金額

	
	
	　　　　円


	　　　　円


２　事業期間
　　令和　年　月　日から令和　年　月　日まで
３　指令前着手を必要とする理由
別記条件
１　補助金の交付の決定を受けるまでの間に、天災地変の事由によって実施した事業に損失を生じた場合、これらの損失は事業実施主体が負担すること。
２　補助金の交付の決定を受けた補助金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合においても異議がないこと。
３　当該事業については、着手から補助金の交付の決定を受けるまでの期間は、計画変更は行わないこと。
第３号様式（第９条関係）

第　　　　　　号

令和　年　月　日

　高知県知事　　　　　　　　　　様

市町村長　　　　　　　　　　　

令和　　年度　高知県地域営農支援事業費補助金変更承認申請書

　令和　　年　　月　　日付け高知県指令　　第　　号で交付の決定（又は変更決定）がありました補助金について、下記のとおり変更したいので、高知県地域営農支援事業費補助金交付要綱第９条の規定により申請します。

記

１　既交付決定額　　　　　　　円

　　変更後の申請額　　　　　　　円

　　差引き増減額　　　　　　　円

２　変更の理由

３　変更の内容

４　事業完了予定年月日

５　添付書類

　　・経費の配分及び事業計画の概要（別記第１号様式の別紙１）

・収支予算書（別記第１号様式の別紙２）

　　・変更実施計画書（別記第１号様式の別紙３及び３－１から３－８で該当するもの）

　　・別記第1号様式の６添付書類に掲げる書類のうち変更にあたって提出が必要な書類

第４号様式（第９条関係）

第　　　　　　号

令和　年　月　日

　高知県知事　　　　　　　　　　様

市町村長　　　　　　　　　　　

令和　年度高知県地域営農支援事業費補助金に係る被災状況報告書
　令和　　年　　月　　日付け高知県指令　　第　　　号で交付の決定（又は変更決定）がありました事業が施工中において下記のとおり災害を受けましたので、高知県地域営農支援事業費補助金交付要綱第９条の規定により、その被災状況を報告します。
記
１　被災状況
	事業計画

	事　業
区　分
	事　業
実　施
主　体
	施行箇所　又は
設置箇所
	事業量

	事業費
千円
	補　 助
金　 額
千円
	施　 行
方   法
	災   害
の
種   類

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	被害内容

	被災年月日

	被　災　時　の
工 事 進 捗 度
	被害の程度

	被害見込額
円

	
	
	
	
	


２　措置
（１）被害後において事業実施主体でとった措置
（２）復旧見込額
（３）復旧措置等
（４）その他
３　調査意見
　　（被災の原因、状況等について調査記入の上、設計の内容及び工事施行への影響を記載してください。）
４　添付書類
　　　被災写真及び図面等各２部
第５号様式（第10条関係）

第　　　　　　号

令和　年　月　日

　高知県知事　　　　　　　　　　様

市町村長　　　　　　　　　　　

令和　　年度　高知県地域営農支援事業遂行状況報告書

　令和　　年　　月　　日付け高知県指令　　第　　　号で補助金の交付の決定（又は変更決定）通知がありました事業について、高知県地域営農支援事業費補助金交付要綱第10条の規定により、下記のとおり報告します。

記

                　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　令和　　年12月31日現在

	事業実施主体名
	事業区分
	計　　　　　画
	進　捗　状　況

	
	
	事業量
	事業費
	完了予定

年月日
	事業量
	進捗率
	完了予定

年月日

	
	
	
	円
	
	
	％


	

	計
	
	
	
	
	
	
	


（注）進捗率の目安は、以下のとおりとする。

・ハード事業：契約済25%、納品済50％、事業実施主体からの実績報告があり市町村の検査前75%、市町村検査済100%。

・ソフト事業（研修等の場合）：着手済50%、研修等実施中50～90%、全研修等実施済90%、市町村の全支払決済済100%

第６号様式（第11条関係）

第　　　　　　号

令和　年　月　日

　高知県知事　　　　　　　　　　様

市町村長　　　　　　　　　　　

令和　　年度　高知県地域営農支援事業費補助金実績報告書

　令和　　年　　月　　日付け高知県指令　　第　　号で交付の決定（又は変更決定）がありました事業を下記のとおり実施しましたので、高知県地域営農支援事業費補助金交付要綱第11条第１項の規定により、その実績を報告します。

記

１　事業の成果

２  事業の実績

　　・別記第１号様式の別紙１（経費の配分及び事業実績の概要）

　　・別記第１号様式の別紙２（収支決算書）

３　事業完了年月日

４　添付書類

（１）市町村の検査調書

（２）その他証拠書類

    ア　ハード事業

（ア）全事業 

　　・見積書、入札記録、仕様書、契約書、完成通知書、出来高設計書、納品書、請求書、振込伝票、領収書及び歳出証拠書類等の写し（該当する書類）

　　・別記第11号様式（地域営農支援事業に係る確認書）及び第12号様式（財産管理台帳）の写し
・写真（機械等の全景及び装備品について、交付要綱に基づく事業名等の標示及び機械等の型式を確認できるもの）

イ　ソフト事業

    （ア）全事業

・見積書、仕様書、契約書、納品書、請求書、振込伝票、領収書及び歳出証拠書類の写し（該当する書類）

・写真（事業実施状況及び事業内容を確認できるもの）

（イ）ステップアップ推進

事業実施の成果を確認できる書類（参加者名簿、研修会資料、参加者の反応、研修内容及び今後の予定を記載した報告書等）

（ウ）デジタル化支援

事業実施の成果を確認できる書類（栽培管理又は経営管理の改善内容等）

　　（エ）高収益作物導入支援

　　　　　事業実施の成果を確認できる書類（導入後の受益地一覧表並びに購入物、ほ場全景及び栽培状況の写真等）

（オ）経営管理支援

　　　事業実施の成果の分かる書類（部門別変動損益計算書及び資金繰り表等の経営管理資料）

（カ）担い手育成支援

事業実施の成果を確認できる書類（研修実績及び研修生の進路等に係る資料）

（キ）雇用確保支援

　　　　　国事業（農の雇用事業、雇用就農資金）の様式による研修実績が確認できる書類又は国事業（集落営農活性化プロジェクト促進事業、集落営農連携促進等事業）の実績報告書一式の写し（当該事業年度の実績）
（３）入札参加業者の資格確認
　　　各業者が県及び市町村における入札停止期間中でないことを確認済み　□
第７号様式（第11条関係）

第　　　　　　号

令和　年　月　日

　高知県知事　　　　　　　　　　様

市町村長　　　　　　　　　　　

令和　　年度　高知県地域営農支援事業費補助金に係る消費税仕入控除額等報告書

　令和　　年　　月　　日付け高知県指令　　第　　　号で交付の決定（又は変更決定）がありました補助金について、高知県地域営農支援事業費補助金交付要綱第11条第３項の規定により、下記のとおり報告します。

記

１　事業区分

　　　※申請に該当する事業区分についてのみ記入してください。

２　内容

	１　高知県補助金等交付規則第１２条の規定による補助金の額の確定額

（令和　年　月　日付け高知県指令　　第　　号による補助金交付決定額）
	円

	２　実績報告時に減額した消費税仕入控除税額等
	(a)

円

	３　消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額等
	(b)

円

	４　補助金返還相当額
	(b)-(a)

円


　　（注）事業実施主体ごとの内訳資料その他参考となる資料を添付してください。

第８号様式（第12条関係）

第　　　　　　号

令和　年　月　日

　高知県知事　　　　　　　　　　様

市町村長　　　　　　　　　　　

令和　  年度 高知県地域営農支援事業費補助金概算払請求書

　令和　　年　　月　　日付け高知県指令　　第　　号で交付の決定（又は変更決定）がありました高知県地域営農支援事業費補助金について、下記により金　　　円を交付されたく請求します。

記

１　概算払請求額

　　　補助金交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　既交付額　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　今回請求額　　　　　　　　　　　　　　　　円

２　概算払が必要な理由

３　添付資料

　　・別記第１号様式の別紙１（経費の配分及び事業計画の概要）

・別記第６号様式の「４　添付書類」に準じる書類

第９号様式（第13条関係）

第　　　　　　号

令和　年　月　日

　高知県知事　　　　　　　　　　様

市町村長　　　　　　　　　　　

令和　  年度 高知県地域営農支援事業費補助金繰越承認申請書

　令和　　年　　月　　日付け高知県指令　　第　　号で交付の決定（又は変更決定）がありました高知県地域営農支援事業費補助金について、下記の理由により年度内に完了することが困難になりましたので、高知県地域営農支援事業費補助金交付要綱第13条第１項の規定により、繰越の承認を申請します。

記

１　補助金交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　　　円

２　１のうち繰越を必要とする額　　　　　　　　　　　　円
３　繰越理由

４　繰越事業完了予定年月日　令和　　年　　月　　日

５　添付書類
　　・繰越計算書（別記第９－２号様式）
第９－２号様式（第13条関係）                                                                                                                  

繰　　越　　計　　算　　書
	事業実施主体
	事業内容
	事業期間
	総事業費
	補助対象経費
	経費の配分
	備考

	
	事業区分
	施工箇所

又は

設置場所
	事業

量
	着手

年月日
	完了

予定

年月日
	
	
	県
	市町村
	その他
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	本年度

支出

予定額
	繰越額
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	【補助率】

【消費税】



	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	【補助率】

【消費税】



	計
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　交付申請、変更申請時と記載内容が変わる場合は、二段書きにすることとし、上段に変更前の内容を（　）書き、下段に変更後

の内容を記載してください。

２　「備考」欄は、事業区分ごとの補助率を記載してください。また、事業実施主体ごとの消費税仕入控除税額等について、これを
減額した場合は減額した金額を、同税額がない場合は「該当なし」とし、同税額が明らかでない場合は「税額含」とそれぞれ記
載してください。                                      

第10号様式（第13条関係）

第　　　　　　号

令和　年　月　日

　高知県知事　　　　　　　　　　様

市町村長　　　　　　　　　　　

令和　  年度 高知県地域営農支援事業費補助金年度終了実績報告書

　令和　　年　　月　　日付け高知県指令　　第　　号で交付の決定（又は変更決定）がありました高知県地域営農支援事業費補助金について、令和　　年度の事業を完了しましたので、高知県地域営農支援事業費補助金交付要綱第13条第３項の規定により報告します。

記

１　事業の成果

２  事業の実績

　　・別記第１号様式の別紙１（経費の配分及び年度内実績の概要）

　　・別記第１号様式の別紙２（年度内収支決算書）

３　事業完了予定年月日

４　添付書類

　　・別記第６号様式の「４　添付書類」に準じる書類

第11号様式（第14条関係）

○○市町村長　様

地域営農支援事業に係る確認書
１　○○市町村補助金交付規則、当事業要綱、実施要領の規定を遵守します。
２　補助金に係る書類について
　  　　財産管理台帳、実施計画書、実績報告書等関係書類・証拠書類は、耐用年数期間が　　満了するまで保管します。
３　取得した財産について
（１）取得した財産については、適切に管理するとともに、補助金の交付目的に沿った効率的な運用を図ります。
（２）取得した財産については、耐用年数期間内において、知事の承認を受けずに補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供しません。
（３）財産の管理については、
ア財産管理台帳を整備します。（写し別添）　
イ施設及び機械に関する管理及び利用の規約を定めて適正な管理を行います。
ウ更新に必要な資金の積立てに努めます。
４　事業成果について
事業実施年度から目標年度までの間、成果目標の達成状況を報告します。
　　　　　　　　　　上記内容について確認しました。
　　
　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（事業実施主体名）○○○○○○　
（代表者氏名（自署））　　　　　　

第12号様式（第14条関係）
　財産管理台帳
	市町村名
	
	事業実施年度
	令和　年度
	補助金名
	高知県地域営農支援事業費補助金
	事業実施主体名
	

	事業区分
	事業内容
	事業実施期間
	経費の配分
	処分制限期間
	処分の状況
	適要

	
	工種・構造
区分・規格等
	施設箇所

又は

設置箇所
	事業量
	受益地面積
	着手

年月日
	完了

年月日
	総事業費
	補助対象経費
	県費
	市町村費
	その他
	耐用

年数
	処分制限

年月日
	承認

年月日
	処分の

内容
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注１）　処分制限年月日欄には、処分制限の終期を記載してください。

（注２）　処分の内容欄には、譲渡、交換、貸し付け又は担保等別に記載してください。

（注３）　摘要欄には、譲渡先、交換先、貸し付け先及び抵当権等の設定権者の名称又は補助金返還額を記載してください。　

第13号様式（第14条関係）

第　　　　　　号
令和　年　月　日
　高知県知事　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村長　　　　　　　　　

令和　年度高知県地域営農支援事業で取得した財産の模様替え
　　  　　（増築・改築・移転・更新・利用計画の変更等）の届け出について
　令和　 年度高知県地域営農支援事業で取得した○○○○○を下記の理由により模様替え（ 増築・改築・移転・更新・利用計画の変更等 ）したいので、届け出ます。
記
１　模様替え(増築・改築・移転・更新・利用計画の変更等）の理由
２　模様替え(増築・改築・移転・更新・利用計画の変更等）を行おうとする施設の概要
（１）事業名
（２）認定年度及び地区名
（３）事業実施主体
（４）事業区分（具体的内容）
（５）施設の所在地
（６）構造及び規模
（７）取得時の経費の負担区分（事業費、県補助金、地元負担金等）
（８）取得年月日
３　模様替え（増築・改築・移転・更新・利用計画の変更等）の概要
（１）事業名
（２）事業内容
（３）経費の負担区分（事業費、市町村補助金、地元負担金等）
（４）着工予定年月日
４　模様替え（増築・改築・移転・更新・利用計画の変更等）の効果
５　添付書類
（１）財産管理台帳
（２）施設の位置図
（３）模様替え（増築・改築・移転・更新・利用計画の変更等）前の施設の平面図
（４）模様替え（増築・改築・移転・更新・利用計画の変更等）後の施設の平面図
（５）施設の現況写真
（６）施設の利用計画及び実績
（７）その他（当該模様替えに係る事業実施主体の議事録等）


第14号様式（第15条関係）

第　　　　　　号

令和　年　月　日

　高知県知事　　　　　　　　　　様

市町村長　　　　　　　　　　　

令和　年度　高知県地域営農支援事業目標達成状況報告書

　高知県地域営農支援事業補助金交付要綱第15条の規定により、下記の関係書類を添えて報告します。

                                      記

・目標達成状況（別記第14-１号様式）

・目標達成に向けた改善計画（該当する場合）（別記第14-２号様式）

第14-１号様式（第15条関係）

令和　　年度高知県地域営農支援事業　目標達成状況
	事業実施主体
	
	事業区分
	

	事業実施年度
	
	目標年度
	

	機械・施設名
	


１事業実施主体の目標

	項目
	現況

(注１)
	目標

(注１)
	配点
	○年度評点
	達成状況（実績）

	
	
	
	
	
	１年度目

(事業実施年度　年度)
	２年度目

(○年度)
	３年度目

(目標年度：○年度）

	農地の集積（拡大）
	
	
	
	
	
	
	

	農地の集積（現状）
	
	
	
	
	
	
	

	経営面積の維持
	
	
	
	
	
	
	

	部分作業受託の維持拡大
	
	
	
	
	
	
	

	基幹作業の労働時間の削減
	
	
	
	
	
	
	

	基幹作業の一部または基幹作業以外の労働時間の削減
	
	
	
	
	
	
	

	常時雇用者の増加
	
	
	
	
	
	
	

	人材育成計画の策定
	
	
	
	
	
	
	

	オペレーターの増加（34歳以下）
	
	
	
	
	
	
	

	オペレーターの増加（35歳以上）
	
	
	
	
	
	
	

	事業の周年化
	
	
	
	
	
	
	

	高収益作物の導入
	
	
	
	
	
	
	

	加工品や直販等の導入拡大
	
	
	
	
	
	
	

	加工品や直販等の維持
	
	
	
	
	
	
	

	リスクへの備え（BCPの策定）
	
	
	
	
	
	
	

	環境負荷低減事業活動実施計画等の認定
	
	
	
	
	
	
	

	化学農薬や化学肥料の削減
	
	
	
	
	
	
	

	輸出の取組
	
	
	
	
	
	
	

	法人化
	
	
	
	
	
	
	

	就業規則の策定
	
	
	
	
	
	
	

	複式簿記の導入
	
	
	
	
	
	
	

	GAPの導入
	
	
	
	
	
	
	

	経営戦略・事業戦略の策定
	
	
	
	
	
	
	

	部門別収支計画・資金繰り表の作成及び確認
	
	
	
	
	
	
	

	品目別での労働時間の記録・集計
	
	
	
	
	
	
	

	連携・合併組織等の設立
	
	
	
	
	
	
	

	規約等に基づく作業連携又は共同利用
	
	
	
	
	
	
	

	規約等に基づく販路連携
	
	
	
	
	
	
	

	連携に向けた協議等
	
	
	
	
	
	
	

	新設組織（集落営農組織）
	
	
	
	
	
	
	

	新設法人（集落営農法人）
	
	
	
	
	
	
	

	認定農業者
	
	
	
	
	
	
	


（注１）１の「現況」欄及び「目標」欄は、別記様式第１号の別紙４「成果目標」の「目標」欄の内容を記載してください。
２目標達成状況に関する市町村の所見（評価）
	


第14-２号様式（第15条関係）

目標達成に向けた改善計画
	事業実施主体名
	

	事業実施年度
	
	目標年度
	


１　成果目標の未達成理由

	成果目標項目
	目標未達成となった主な理由等

	
	


２　目標達成に向けた改善措置及び目標達成見込時期等

	


(注１) １の「目標未達成となった主な理由等」欄については、事業実施主体の成果目標の項目ごとに未達成の主な理由を記載してください。

(注２) ２の「目標達成に向けた改善措置及び目標達成見込時期等」欄については、これまでの達成状況等の推移を踏まえ、具体的な改善措置の内容、目標達成の見込み及びその時期について記載してください。
